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『確定申告準備のサイト ６つのコーナー開設―国税庁』 
 

  国税庁は先般、今年分の申告書の作成・提出に向けた事前準備を促すため「確定申告特集（準備

編））」を公表した。サイトでは、以下６つのページを開設している。 

【申告書の提出が必要な方】「所得税及び復興特別所得税」「消費税及び地方消費税」「贈与税」につ

いて、それぞれ掲載 

【医療費控除の準備等】確定申告書等作成コーナーで利用できる「医療費集計フォーム」のダウンロー

ド、入力方法の確認 

【配当等の申告の準備】同じく、作成コーナーで利用できる「配当集計フォーム」のダウンロード、入力方

法の確認 

【ｅ－Ｔａｘをご利用になる場合の事前準備】利用環境の確認、公的個人認証サービスに基づく電子証

明書の取得と登録・再登録、ＩＣカードリーダライタの準備 

【住民基本台帳カードを利用されている方への重要なお知らせ】住民基本台帳カードに格納された電

子証明書の有効期間満了に伴う個人番号カードへの移行 

【確定申告書等作成コーナー】金額等の入力による確定申告書等の作成フォーム 

   なお、今年分の確定申告書作成コーナーは来月４日に公開され、サイト全体も１月上旬にリニューア

ルを予定。このほか、「確定申告書作成コーナー」「ｅ－Ｔａｘの事前準備」と題した動画も掲載している。 
 

                           出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 

 

『Ｈ２８年度税制改正大綱発表 軽減税率明記、法人税２０％台』 
                    

 自民党は１６日、平成２８年度税制改正大綱をまとめ発表しました。最後まで自民・公明両与

党の調整で手間取った消費税率１０％引き上げ時の軽減税率制度導入が明記されました。 

   法人実効税率は、「２０％台」の目標が前倒しされ、国・地方を通じた法人実効税率（現在３２．

１１％）を２８年度に２９．９７％に、さらに３０年度には２９．７４％とする方針としていま

す。また中小企業支援税制として、少額減価償却資産の特例の見直し等が盛り込まれました。個

人所得税関連では、三世代同居に対応した住宅リフォームについて、ローンや自己資金で行った

場合に税額控除制度を導入。また、地方創生の観点から、暫定措置である地方法人特別税・譲与

税制度を廃止し、地域間の税源の偏在性を是正、財政力格差の縮小を図るため、法人住民税法人

割の一部を交付税原資化します。このほか、「企業版ふるさと納税」の導入、空き家を売却した

際の譲渡所得の特別控除の導入などで、地方経済の盛り上げを狙います。 
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＜冬期休業のご案内＞ 
平成２７年１２月３０日（水）から平成２８年１月４日（月）まで休業させていただきます。 

次回の発信は１月１２日（火）の１１０２号です。よろしくお願いいたします。 

http://www.aoi-cms.com/

